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厚生労働科学研究費補助金［肝炎等克服政策研究事業］  

令和 4 年度分担研究報告書 

 

自治体事業（予防、検診、病診連携）に関する指標の作成と検討 

島上哲朗、金沢大学保健管理センター、助教 

研究要旨：近年の劇的な抗ウイルス療法の進歩により、B 型肝炎ウイルス（以下 HBV）や C 型肝炎ウイルス

（以下 HCV）の感染制御は以前より容易に得られるようになった。そのため、肝炎ウイルス検診の受検率を

高め、肝炎ウイルス感染者を発見し、肝疾患専門医療機関で抗ウイルス療法を行うことが、肝硬変・肝がん

による肝疾患関連死を抑制するために重要である。これまでの肝炎対策における各種実態調査から、肝炎

ウイルス検診の受検率、肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コーディネーターの養成と適正

配置など、様々な課題が指摘されている。良質な肝炎医療の提供を行うには、自治体、肝疾患診療連携

拠点病院（拠点病院）、肝疾患専門医療機関（専門医療機関）、かかりつけ医が効率的に連携を図る必要

があるが、自治体、特に都道府県の果たす役割は極めて大きい。都道府県毎に肝炎対策の取り組みは異

なっているが、全国の中での各都道府県の肝炎対策の現状を評価し、各都道府県の取り組みの改善・促

進に活用される目標となる指標を設定することが重要である。先行研究班（指標班）では、平成 30 年度、計

19個の自治体事業指標（検診関連 7、フォローアップ関連 3、施策関連 9）を作成し、平成 29 年度～R1 年

度（一部は、平成 28年度～平成 30 年度）分を算出してきた。今年度は、新たに令和 2 年度分の指標の算

出を行うと共に、平成 29 年度から R1 年度の指標の推移と令和 1 年度の指標間の相関を評価した。肝炎

ウイルス検査受検率（健康増進事業、特定感染症検査等事業）、肝炎ウイルス検査実施市町村の割合が、

解析期間中、令和 2 年度に初めて前年度と比べ有意に低下した。肝炎治療費助成受給率は、B 型肝炎患

者は、前年度に比べて有意な変化を認めず、C 型肝炎患者では有意に低下した。肝がん罹患率と死亡率

は前年度と比べ有意な変化を認めなかった。初回精密検査費用助成受給率は、R2 年度は、平成 29 年度

に比べ有意に低下し、定期検査費用助成受給率と肝炎ウイルス検査陽性者の市町村によるフォローアッ

プ率は変化を認めなかった。全ての都道府県が、肝炎対策に関しての計画を策定し、そのうち約 9 割の都

道府県が具体的な数値目標を策定していた。さらに肝炎医療コーディネーター率は、拠点病院、専門医

療機関、市町村、保健所いずれにおいても平成 29 年度と比べて有意に増加した。さらに令和 1 年度のデ

ータを用いて、肝がん粗死亡率と各指標の相関を解析した。その結果、肝がん粗死亡率は、特定感染症

検査等事業による肝炎ウイルス検査受検率、肝がん罹患率、定期検査費用助成受給率、累積・新規肝炎

医療コーディネーター養成率と有意な正の相関を、C 型肝炎患者に対するインターフェロンフリー治療費

用助成受給率と有意な負の相関を示した。今後も継続的に自治体事業指標を評価し、各都道府県へフィ

ードバックすることで、自治体事業指標が、都道府県毎の肝炎対策の取り組みの改善・促進に活用され、

良質な肝炎医療が全国に均てん化される事が期待される。 
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A. 研究目的 

近年、B 型肝炎ウイルスや C 型肝炎ウイル

スの複製を強力に抑制する抗ウイルス薬が多

数実用化され、ウイルスの感染コントロールが

以前より容易に行えるようになった。そのため、

肝炎ウイルス検診の受検率を高め、肝炎ウイ

ルス感染者を発見し、肝疾患専門医療機関

で抗ウイルス療法を行うことが、肝硬変・肝が

んによる肝疾患関連死を抑制する為には極め

て重要である。 

これら一連の肝炎対策における各種実態

調査から、肝炎ウイルス検診の受検率、肝炎

ウイルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コ

ーディネーターの養成と適正配置など、様々

な課題が指摘されている。良質な肝炎医療の

提供を行うには、自治体、肝疾患診療連携拠

点病院、肝疾患専門医療機関、かかりつけ医

が効率的に連携を図る必要がある。これらの

中でも自治体特に都道府県は、各種肝炎対

策の立案、疾患の啓発、肝炎ウイルス検診受

検の促進、検査費用や治療費助成制度の周

知と実施、肝炎医療コーディネーターの養成

や適正配置、肝炎に対する各種目標値の設

定など求められている役割は極めて大きい。

都道府県毎に肝炎医療に関する環境は異な

っており、単純に肝炎対策を比較することは

困難である。しかし、全国の中での各都道府

県の肝炎対策の現状を評価し、その取り組み

の改善・促進に活用される目標となる指標を

設定することが重要と考えられた。先行研究

班（指標班）では、平成 30 年度、計 19個の自

治体事業指標（検診関連 7、フォローアップ関

連 3、施策関連 9）を作成した。これまで、この

19 個の自治体事業指標を、平成 29 年度～

R1 年度（一部は、平成 28 年度～平成 30 年

度）の 3 年度算出してきた。今年度は、新たに

令和 2 年度分の指標の算出を行うと共に、平

成 29 年度から令和 1 年度の指標の推移と令

和 1 年度の指標間の相関を評価した。これら

の解析結果が、各自治体（都道府県）の肝炎

対策の取り組みの改善・促進に利用されること

で、良質な肝炎医療が全国に均てん化される

事が期待される。 

 

B. 研究方法 

計 19 指標を以下のデータソースを用いて

算出した。 

� 各年度肝炎対策に関する調査（厚生労

働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対

策推進室調べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検査受検者数（特定

感染症検査等事業）：「特定感染症検査

等事業実績報告」（厚生労働省 健康局 

がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検診受検者数（健康

増進事業）：「地域保健・健康増進事業報

告 （健康増進編）」（政府統計） 

� 各年度医療費助成対象者数：「各年度肝

炎医療費支払状況等調」（厚生労働省健

康局がん・疾病対策課肝炎対策推進室

調べ） 

� 各年度医療費助成対象者数：「各年度肝

炎医療費支払状況等調」（厚生労働省健

康局がん・疾病対策課肝炎対策推進室

調べ） 

� 都道府県別治療患者数：肝炎等克服政

策研究事業「肝炎ウイルス感染状況の把

握及び肝炎ウイルス排除への方策に資

する疫学研究」（研究代表者 田中純子）

令和 2 年度報告書 

� 各年度都道府県別人口：「人口推計」（政

府統計） 

� 各年度肝がんの罹患数：国立がん研究

センターがん情報サービス「がん登録・統

計」（全国がん登録） 

� 各年度肝がん死亡者数：国立がん研究

センターがん情報サービス「がん登録・統

計」（人口動態統計） 

� 各年度市町村数：e-stat 

 

また各年度間の指標値の平均値の違いを

one way ANOVA testで比較した。さらに令和
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1 年度（粗罹患率に関しては平成 30 年度）の

データを用いて、肝がん粗死亡率と、各指標

の相関を単変量解析および多変量解析で解

析した。 

P 値が 0．05未満を有意と判定した。各図の

P 値の詳細は以下の通りである。 

* P<0.05, ** P<0.01, *** P<0.001, **** 

P<0.0001 

（倫理面への配慮） 

本研究のデータソースは個人情報をあつか

っていないため、特に倫理面の配慮は必要な

いと考えられる。  

 

C. 研究結果 

 以下に各指標の内容、指標値を示す。グラフ

のプロットは、各都道府県の指標値を示す。 

1） 自治体検診 1 肝炎ウイルス検査実施市町

村の割合（健康増進事業分） 

 

2） 自治体検診 2 40歳以上人口 10 万人あた

りの肝炎ウイルス検査受検率（健康増進事

業分、ＨＢｓ抗原検査） 

 

 

3） 自治体検診 3 成人人口 10 万人あたりの

肝炎ウイルス検査受検率（特定感染症検

査等事業分、ＨＢｓ抗原検査） 

 

 

4） 自治体検診 4 成人人口 10 万人あたりの

肝がん粗罹患率（左）、年齢調整罹患率

（右） 

  

 

5） 自治体検診 5 成人人口 10 万人あたりの

肝がん粗死亡率（左）、年齢調死亡率（右） 
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6） 自治体検診 6 Ｂ型肝炎核酸アナログ製

剤治療助成受給率 

 

 

7） 自治体検診 8 C 型肝炎インターフェロンフ

リー製剤治療助成受給率 

 

 

8） 自治体フォローアップ 1 成人 10 万人あた

り初回精密検査費用助成制度受給率 

 

 

9） 自治体フォローアップ 2 フォローアップ事

業実施市町村の割合 

 

 

10） 自治体フォローアップ 3 成人 10 万人あた

り定期検査費用助成制度受給率 

 

 

11） 自治体施策 1 肝炎対策にかかる計画・数

値目標設定の有無 

Year 計画 数値目標 
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有 無 有 無 

2017 47 0 42 5 

2018 47 0 42 5 

2019 47 0 43 4 

2020 47 0 44 3 

 

12） 自治体施策 2 肝炎対策協議会の開催の

有無 

Year 有 無 

2017 47 0 

2018 47 0 

2019 36 11 

2020 35 12 

 

13） 自治体施策 3、4 成人 10 万にあたりの肝

炎医療コーディネーター養成人数 累積

（右）、新規（左） 

 

 

14） 自治体施策 5 肝炎医療コーディネータ

ー資格更新の有無 

Year 有 無 

2017 16 31 

2018 21 26 

2019 23 24 

2020 25 22 

 

15） 自治体施策 6 肝炎医療コーディネータ

ー配置状況（拠点病院） 

 

 

16） 自治体施策 7 肝炎医療コーディネーター

配置状況（専門医療機関） 

 

 

17） 自治体施策 8 肝炎医療コーディネーター

配置状況（保健所） 

 

18） 自治体施策 9 肝炎医療コーディネーター

配置状況（市町村） 
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令和 1 年度（粗罹患率に関しては平成 30 年

度）のデータを用いて、肝がん粗死亡率と以下

の各指標の相関を解析し、さらに肝がん粗死

亡率と多変量解析を行った。 

 

肝がん粗死亡率は、特定感染症検査等事

業による肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗

罹患率、定期検査費用助成受給率、累積・新

規の肝炎医療コーディネーター養成率と有意

な正の相関を、C 型肝炎に対するインターフェ

ロンフリー治療費用助成受給率と有意な負の

相関を示した。さらに多変量解析では、C 型肝

炎に対するインターフェロンフリー治療費用助

成受給率と累積肝炎肝炎医療コーディネータ

ー養成率が、粗肝がん死亡率と関連する因子

として抽出された。 

 

D. 考察 

これまで 19 の自治体事業指標を、平成 29

年度～令和 1 年度（一部は、平成 28 年度～

平成 30 年度）の 3 年分算出してきた。今年度

は、新たに令和 2 年度分の指標の算出を行う

と共に、平成 29 年度から R1 年度の指標の推

移と令和 1 年度の指標間の相関を評価した。 

肝炎ウイルス検査受検率（健康増進事業、

特定感染症検査等事業）、肝炎ウイルス検査

実施市町村の割合が、解析期間中、令和2年

度に初めて前年度と比べ有意に低下した。肝

炎治療費助成受給率は、B 型肝炎患者は、

前年度に比べて有意な変化を認めず、C 型

肝炎患者では有意に低下した。肝がん罹患

率と死亡率は前年度と比べ有意な変化を認

めなかったが、平成 29 年度と比べると有意な

低下を認めた。初回精密検査費用助成受給

率は、令和 2 年度は、平成 29 年度に比べ有

意に低下し、定期検査費用助成受給率と肝

炎ウイルス検査陽性者の市町村によるフォロ

ーアップ率は変化を認めなかった。全ての都

道府県が、肝炎対策に関しての計画を策定し、

そのうち約 9 割の都道府県が具体的な数値目

標を策定していた。肝炎対策協議会の開催は、

令和 2 年度は、35 都道府県にとどまった。累

積肝炎医療コーディネーター養成率は、前年

に比べて有意に増加していた。さらに肝炎医

療コーディネーター配置率は、拠点病院、専

門医療機関、市町村、保健所いずれも、前年

度と比べると有意な変化を認めないものの、

平成 29 年度と比べて有意に増加した。これら

の結果は、肝炎医療コーディネーターの養成

や配置が順調に進んでいることを反映してい

ると考えられる。 

令和 2 年度の肝炎ウイルス検査受検率（健

康増進事業、特定感染症検査等事業）、肝炎

ウイルス検査実施市町村の割合が、令和 1 年

度に比べて低下していたことは、COVID19 パ

ンデミックによる影響を受けていると考えられ

た。また肝炎対策協議会の開催が、令和 1 年

度、令和 2 年度、全ての都道府県において開

催されていないこともCOVID19パンデミックの

影響を受けていると考えられた。これらの指標

が COVID19パンデミック収束後に、それ以前

の水準に戻るかどうか注視する必要がある。 

令和 1 年度のデータを用いて、肝がん粗死

亡率と、各指標の相関を解析した。その結果、

肝がん粗死亡率は、特定感染症検査等事業

による肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗罹
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患率、定期検査費用助成受給率、累積・新規

の肝炎医療コーディネーター養成率と有意な

正の相関を、C 型肝炎に対するインターフェロ

ンフリー治療費用助成受給率と有意な負の相

関を示した。さらに多変量解析では、C 型肝

炎に対するインターフェロンフリー治療費用助

成受給率と累積肝炎医療コーディネーター養

成率が、粗肝がん死亡率と関連する因子とし

て抽出された。このことは、肝がん死亡率の高

い都道府県が、肝炎ウイルス検査の受検や定

期検査医療費助成制度の利用を促進する、

あるいは肝炎医療コーディネーターを養成す

る、といった積極的な肝炎対策に取り組んで

いることを示しているものと考えられる。また肝

がん粗死亡率と C 型肝炎患者に対するインタ

ーフェロンフリー治療費用助成受給率の有意

な負の相関は、肝がん死亡率の高い都道府

県は、これまで積極的にＣ型肝炎患者にイン

ターフェロンフリー製剤による治療を進めてき

たため、治療対象者が少ない可能性が考えら

れた。 

今回の報告書では、都道府県名の記載は

行わなかった。都道府県名ありの解析結果を

各都道府県にフィードバックすることで、各都

道府県が全国における肝炎対策の立ち位置

を把握することが可能になると思われる。さら

に、都道府県毎に経年的な指標値の推移を

フィーバックすることで、都道府県毎の肝炎対

策の課題が明らかになると思われる。そのた

め、指標結果の各都道府県の通知方法に関

しては今後、改善が必要と思われる。 

 

E. 結論 

 今回、4 年分の指標の推移と令和 1 年度の

肝がん粗死亡率とその他の指標間の相関を

評価した。今後も継続的に自治体事業指標を

評価し、各都道府県へフィードバックすること

で、自治体事業指標が、都道府県毎の肝炎

対策の取り組みの改善・促進に活用され、良

質な肝炎医療が全国に均てん化される事が

期待される。 

 

Ｆ.健康危険情報 

該当なし 
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